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１ 計画策定の趣旨 

我が国の自殺者数の年次推移は減少傾向にありますが、自殺死亡率（人口 10

万人当たりの自殺者数）は、主要先進 7 か国の中で最も高く、自殺者数は毎年 2

万人を超えて推移しており、社会的な問題となっています。 

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指して自殺対策を総

合的かつ効果的に推進するため、平成 28 年に自殺対策基本法が改正され、自殺

対策が「生きることの包括的な支援」として実施されるべきこと等を基本理念に

明記するとともに、全ての都道府県が「都道府県自殺対策計画」を、全ての市町

村が「市町村自殺対策計画」を策定することとなりました。 

本市においても、令和 2年 3月に「福井市自殺対策計画」を策定し、自殺対策

に取り組み、自殺者数は減少傾向にあります。引き続き、福井市全体で自殺対策

を総合的かつ効果的に推進するため、現行の計画を総合的に見直し、誰も自殺に

追い込まれることのない福井市の実現を目指して、「第 2次いのち支える福井市

自殺対策計画」を策定しました。 

 

 

 

＜日本の自殺者数の推移＞                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の概要 

 
出典：「令和 5 年中における自殺の状況」及び「自殺対策白書」 
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＜国の動向＞ 
 

平成 18年 6月 

平成 19年 6月 

平成 24年 8月 

平成 28年 3月 

平成 29年 7月 

令和 4年 10 月 

 

自殺対策基本法の成立（議員立法） 

自殺総合対策大綱の閣議決定 

自殺総合対策大綱の改定（閣議決定） 

自殺対策基本法の改正（議員立法、国会で成立） 

自殺総合対策大綱の改定（閣議決定） 

自殺総合対策大綱の改定（閣議決定） 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、自殺対策基本法第 13条第 2 項によって策定が義務付けられている市町

村自殺対策計画です。国の定める「自殺総合対策大綱」、「第 2 次福井県自殺対策計

画」を踏まえつつ策定します。 

また、「福井市総合計画」、「福井市地域福祉計画」、「福井市老人保健福祉計画」、

「福井市健康増進計画（健康ふくふくプラン 21）」等、本市の関連計画との連携を図

るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「令和 5 年中における自殺の状況」及び「自殺対策白書」 

 

 

＜先進国（G7）の自殺死亡率＞ 
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３ 計画の期間 

本計画は、国の「自殺総合対策大綱」の見直しに合わせて改定します。具体的には

令和 7年度（2025 年）から令和 11年度（2029年）までの 5年間とします。 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の数値目標 

国は自殺総合対策大綱において、「令和8年（2026年）までに、自殺死亡率を平

成27年（2015年）と比べて30％以上減少させる」数値目標を掲げています。 

本市においても、第1次計画で「平成28-30年平均自殺死亡率（17.5）を10年後の

令和11年までに30％以上減少させ、12.2以下にする」との数値目標を掲げていま

す。令和5年の自殺死亡率は14.3であるため本計画は目標を引き継ぎ、第2次計画の

最終年度となる令和11年度においてもその目標達成を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 推進体制 

自殺対策の推進に当たっては、自殺対策に関する取組の有機的な連携が図られる

よう、庁内の関係課等と相互に必要な連絡・調整を行うとともに、関係団体等との

連携を図ります。 

計画を着実に推進するため「福井市自殺対策協議会」において、計画目標の達成

および施策の推進状況について、必要な事項を協議し、より効果的な取組を推進し

ます。 

 

年度　平成
　　　　令和

（30） （31）
１ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

自殺総合対策
大綱

福井県自殺対策
計画

福井市自殺対策
計画

第３次
（平成29年７月閣議決定）

第４次
（令和４年10月閣議決定）

第２次
（令和6～10年度）

第２次
（令和7～11年度）

第１次
（令和2～6年度）

第１次
（平成31～令和5年度）

第５次

第３次

第３次

市第1次計画策定時 現状 10年後（目標）

（平成27年） （令和5年） （令和8年）

18.5 17.3 13.0以下

（平成29年） （令和5年） （令和9年）

15.6 13.0 10.9以下

（平成28～30年平均） （令和5年） （令和11年）

17.5 14.3 12.2以下

自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）

国

福井市

福井県
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自殺に関する統計には、厚生労働省の「人口動態統計」と警察庁の「自殺統計」の

2種類があります。福井市では主に、厚生労働省が警察庁から提供を受けた「自殺統

計」原票データに基づいて、毎月集計を行い作成している「自殺統計：地域におけ

る自殺の基礎資料」（以下「自殺の基礎資料（自殺日・居住地）」）を使用しています。 

＜自殺に関する統計＞ 

【厚生労働省】 

人口動態統計 

調査対象：日本における日本人 

調査時点：住所地を基に死亡時点で計上 

計上方法：自殺、他殺、あるいは事故死のいずれか不明のときは自殺以外で計上 

     死亡診断書等に自殺の旨の訂正報告がない場合は自殺に計上していない 

【警察庁】 

自殺統計 

調査対象：総人口（日本における外国人も含む） 

調査時点：発見地を基に自殺死体発見時点で計上 

計上方法：捜査等により自殺であると判明した時点 

 

１ 自殺者数の推移 

（１）直近 10年間の自殺者数の推移 

本市の自殺者数は、厚生労働省 人口動態統計によると平成 28 年の 56 人がピー

クで、増減がありながらも総じて減少傾向にあり、令和 5年は 37人でした。 

 

＜全国と福井県、福井市の自殺者数の推移＞   

 

全国（人）                    福井県・福井市（人）   

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 福井市の自殺の現状と課題 
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（２）自殺死亡率の推移  

本市の自殺死亡率は、全国と比べて低位で推移しています。平成 28年、平成 29 年

は全国より高くなりましたが、平成 30 年には 14.7 と低くなっています。福井県の

令和 5 年の自殺死亡者数は 13.0 と全国で一番低く、本市は 1.3 高い 14.3 となって

います。 

 

＜全国と福井県、福井市の自殺死亡率の推移＞   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省 自殺の基礎資料（自殺日・住居地） 

                

 

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

全国 19.6 18.6 16.9 16.5 16.2 15.7 16.4 16.4 17.3 17.3

福井県 17.2 14.1 17.1 15.6 15.1 14.4 16.2 16.5 14.9 13.0

福井市 16.1 14.6 21.0 16.9 14.7 14.0 11.4 15.7 15.0 14.3

16.1 

14.6 

21.0 

16.9 

14.7 
14.0 

11.4 
15.7 15.0 

14.3 

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

全国 福井県 福井市
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２ 自殺者の分析 

（１）性・年代別の自殺者の割合、自殺死亡率の状況（全国との比較・男女別） 

 本市の性・年代別の自殺者の割合は、全ての年代で男性が女性に比べて高くなっ

ています。また性・年代別の自殺者の割合について全国と比較すると、本市は男性

の 20～40歳代、70 歳代、80歳代以上が高く、女性は 30～40歳代、80歳代以上が高

くなっています。 

性・年代別の自殺死亡率は、男性の 20～40歳代、70歳代、女性は 30歳代、80 歳

代以上が全国と比較して高くなっています。 

 

＜性・年代別の自殺者の割合（H30～R4年）＞  

（％） 

 

 

 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜性・年代別の平均自殺死亡率（H30～R4年）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 

出典：いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 
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（２）年代別の原因・動機別順位 

年代 １位 ２位 ３位 

20～29 歳 健康問題（うつ病、その他の

精神疾患） 

勤務問題（職場の人間関係、

職場環境の変化、仕事疲れ、

仕事の失敗） 

男女問題（失恋、その他交際

をめぐる悩み） 

30～39 歳 健康問題（うつ病、その他の

精神疾患） 

家庭問題（夫婦関係の不和、

家族の死亡、家族の将来悲

観） 

経済・生活問題（失業、生活

苦、就職失敗、多重債務） 

40～49 歳 健康問題（うつ病、統合失調

症、その他の精神疾患） 

経済・生活問題（生活苦、多

重債務、失業、ギャンブル） 

勤務問題（職場環境の変化、

仕事疲れ） 

 

家庭問題（夫婦関係の不和、

子育ての悩み、親子関係の不

和） 

50～59 歳 健康問題（その他の精神疾

患、うつ病、身体の病気） 
 

勤務問題（職場環境の変化、

職場の人間関係） 

経済・生活問題（生活苦、負

債） 

 

家庭問題（家族の死亡、親子

関係の不和） 

60～69 歳 健康問題（身体の病気、うつ

病、統合失調症） 

 

経済・生活問題（生活苦、多

重債務、失業等） 

 

家庭問題（家族関係の不和、

介護・看病疲れ） 

 

その他（犯罪発覚等、孤独感） 
 

70～79 歳 健康問題（身体の病気、うつ

病、身体障がいの悩み） 

家庭問題（夫婦関係の不和、

介護・看病疲れ、親子関係の

不和） 

経済・生活問題（事業不振、

失業、生活苦、負債） 

80 歳以上 健康問題（身体の病気、うつ

病、その他の精神疾患、身体

障がいの悩み） 

家庭問題（家族の将来悲観、

家族の死亡、家族関係の不

和） 

その他（孤独感等） 

 

 

 

 

 

 

出典：警察庁自殺統計原票データを厚生労働省自殺対策推進室において 

特別集計した資料を基に作成（R1～5 年累計） 

（注 1）原因・動機について、令和 3 年まで自殺者 1 人につき 3 つまで、 

令和 4 年から自殺者 1 人につき 4 つまで選択できる。 

（注 2）原因・動機について、令和 3 年まで「男女問題」、令和 4 年から 

「交際問題」に変更している。 
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（３）職業別・同居人の有無・自殺未遂の状況 

  本市の平成 30 年から令和 4 年までの自殺者の職業別の割合について、有職者が

46.8％であり、全国と比較して 7.9％高くなっています。また、学生生徒、その他

無職者の割合は全国と比較し低くなっています。 

同居人の有無の割合と自殺死亡率について、男性は 40～59 歳無職独居、60歳以

上有職同居以外の年代で、全国と比較し高くなっています。 

自殺未遂歴の有無については、全体の 16.1％に未遂歴があり、全国と比較すると

未遂歴なしの割合が高くなっています。 

 

＜全国と福井市の職業別の割合（R1～R5年合計）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜同居人の有無の割合と自殺死亡率（自殺日・住居地、H30～R4年合計）＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

出典：いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 

出典：厚生労働省 自殺の基礎資料（自殺日・住居地） 
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40.8%

1.8%

0.5%

全国

福井市

有職者 学生生徒 主婦 失業者 その他の無職 不詳

福井市 

割合 

 

全国 

割合 

 

福井市 

自殺死亡率（人口 10万対） 

 

全国 

自殺死亡率（人口10万対） 
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＜福井市と全国の自殺未遂歴の有無の割合（自殺日・住居地、H30～R4合計）＞ 

 

 

 

（４）主な自殺の特徴 

本市の平成 30年から令和 4年までの自殺者を「性別」「年齢層」「職業の有無」「同

居・独居」の 4つの属性で分類し、自殺者の多い上位 5位を抽出しました。 

「同居・独居」では「同居」が 1位、2 位、3位、5位を占めています。「性別」で

は「男性」が 1位、2位、4位、5位を占め、「年齢層」「職業の有無」では、「無職・

60歳以上」が 2位、3位、4位を占めています。 

また、1位は 40～59歳有職男性であり勤務問題についての危機経路が背景にあり

ます。5位に 20～39歳が入っており若年化の傾向も見られます。 

 

 
 

＊自殺死亡率の算出に用いた人口は、総務省「令和 2 年国勢調査」就業状態等基本集計をもとにいのち支え

る自殺対策推進センターにて推測したもの。 

＊＊「背景にある主な自殺の危機経路」はライフリンク「自殺実態白書 2013」を参考に推定したもの。自殺

者の特性別に見て代表的と考えられる経路の一例を示しており、記載の経路が唯一のものではない。 
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14.5%

18.0%

福井市

全国

あり なし 不詳

自殺者の特性上位 

5 区分 

自殺者数 

(5 年計) 
割合 

自殺死亡率* 

(人口 10 万対) 

背景にある主な 

自殺の危機経路** 

1 位:男性 40～59 歳

有職同居 
23 12.4% 16.6 

配置転換→過労→職場の人間関係の悩

み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

2 位:男性 60 歳以上

無職同居 
22 11.8% 25.0 

失業（退職）→生活苦＋介護の悩み

（疲れ）＋身体疾患→自殺 

3 位:女性 60 歳以上

無職同居 
17 9.1% 11.0 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

4 位:男性 60 歳以上

無職独居 
15 8.1% 105.3 

失業（退職）＋死別・離別→うつ状態

→将来生活への悲観→自殺 

5 位:男性 20～39 歳

有職同居 
13 7.0% 15.0 

職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック

企業)→パワハラ＋過労→うつ状態→自

殺 

出典：いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 

出典：いのち支える自殺対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 

＜主な自殺の特徴（自殺日・住居地、H30～R4年合計）＞ 
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（５）本市における優先的な課題と対策 

国は、全国各地の地域特性に応じた施策の策定・実施を推進するため、本市をは

じめ地方自治体に「地域自殺実態プロファイル」を提供しています。 

「地域自殺実態プロファイル」とは国の指定調査研究等法人である「いのち支え

る自殺対策推進センター」が地域の自殺の実態を分析したものです。この分析結果

に基づき、優先度が高い対策を示したものを「重点パッケージ」と言います。 

本市においては、「勤務・経営」、「高齢者」、「生活困窮者」が「重点パッケージ」

として推奨されており、これを目安とし、本市の優先的な課題として取り組みます。 

 

 

重点パッケージ 

勤務・経営 

高齢者 

生活困窮者 

 

※「こども・若者」、「高齢者」、「勤務・経営」、「無職者・失業者」、「生活困窮者」、 

「ハイリスク地」、「自殺手段」の中から選定されます。 

 

 

＜参考：自殺の危機要因イメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省資料 

□社会が多様化する中で、地域生活の現場で起きる問題は複雑化・複合化している。 

□複雑化・複合化した問題が最も深刻化したときに自殺は起きる。「平均 4つの要因（問題）が 

連鎖する中で自殺が起きている」とする調査※もある。 
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３ 市民アンケート調査結果 

（１）調査の概要 

①目的 

こころの健康に関する市民の現状や考えなどを調査し、自殺対策計画を策定す

るための基礎資料として実施したものです。 

 

②方法 

・調 査 方 法：郵送による配布、郵送による回収・オンライン回答 

 ・対 象 者：福井市在住の男女 18 歳以上を無作為抽出 

    

③調査期間 

  令和 6年 7月 24日(水)から 8月 15 日（木）まで 

 

④回収状況 

配布数 回答数（Ｎ） 回答率 

1,000 通 325 32.5％ 

   

⑤調査結果の表示方法 

・回答は各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示してありま

す。 

  ・複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であ

るかという見方になるため、回答比率の合計が 100％を超える場合がありま

す。 
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（２）調査の結果 

①自殺を考えたことがある人について 

調査回答者の 36.3％の方は、今までに「自殺したい」と考えたことがあるという

結果でした。また、その要因としては、家庭環境が最も多く、次いで勤務問題、健康

問題でした。 

 

＜自殺を考えたことがある人の割合について＞   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜自殺を考えた要因について＞（複数回答） 

 
 

 

 

 

 

 

 

27.6%

27.6%

21.6%

41.4%

28.4%

33.6%

52.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

学校問題

交際問題

勤務問題

経済・生活問題

健康問題

家庭環境

 

36.3%

ある

63.7%

ない
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②乗り越えた方法について 

自殺、またはそれに近いことを考えた時に、乗り越えた方法として、「特に何もし

なかった」「趣味や仕事など他のことで気を紛らわせるように努めた」と回答した方

が最も多く、次いで「他の人に相談した」と回答しています。また、「他の人に相談

した」と回答した方のうち、「同居の家族」と答えた方が最も多く、次いで「友人」、

「医師」と回答しています。 

 

＜乗り越えた方法について＞（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜相談先について＞（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.3%

14.7%

31.9%

19.0%

23.3%

31.9%

8.6%

1.他の人等に相談した

2.周囲の人が気づいて声をかけてくれた

3.趣味や仕事など他のことで気を紛らわせるように努めた

4.原因となる事柄から離れるなど環境を変えた（転職等）

5.できるだけ休養を取るようにした

6.特に何もしなかった

7.その他

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

58.1%

23.3%

48.8%

7.0%

27.9%

4.7%

20.9%

7.0%

2.3%

0.0%

9.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

1.同居の親族

2.同居以外の親族

3.友人

4.教師

5.職場関係者

6.近所の知り合い

7.医師

8.カウンセラー

9.行政等面談による相談窓口

10.電話相談窓口

11.その他
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③相談窓口について 

相談したいと思う相談窓口について、「精神科や心療内科等の医療機関」が最も多

く、次いで「かかりつけの医療機関（精神科や心療内科等を除く）」と回答していま

す。「何も利用しない」と回答する方が３番目に多く、理由として「根本的な問題の

解決にはならないから」と回答しています。 

 

＜相談したいと思う相談窓口について＞（複数回答） 

 

 
 

 

＜相談窓口を利用しない理由について＞（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.8%

49.5%

5.2%

3.4%

1.5%

12.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

1.かかりつけの医療機関（精神科や心療内科等を除く）

2.精神科や心療内科等の医療機関

3.保健所等公的機関の相談窓口

4.いのちの電話等民間機関の相談窓口

5.その他

6.何も利用しない

 

19.5%

24.4%

7.3%

26.8%

12.2%

61.0%

4.9%

14.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

1.お金が掛かることは避けたいから

2.精神的な悩みを話すことに抵抗があるから

3.時間の都合がつかないから

4.どれを利用したらよいか分からないから

5.過去に利用して嫌な思いをしたことがあるから

6.根本的な問題の解決にはならないから

7.治療をしなくても、ほとんどのうつ病は自然に治ると思うから

8.その他
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④家族や身近な人への対応について 

家族や身近な人に相談窓口を勧めるかについて、調査回答者の 73.2％の方は「勧

める」と回答し、「勧めない」と回答した方は 4.3％でした。「勧めない」と回答した

方のうち、「根本的な問題解決にならないから」と考える方が最も多い結果でした。 

 

＜家族や身近な人に相談窓口を勧めるかについて＞ 

 
 

＜相談窓口を家族や友人に勧めない理由について＞（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73.2%

勧める

4.3%

勧めない

20.9%

分からない

1.6％

無回答

 

42.9%

21.4%

28.6%

21.4%

57.1%

0.0%

42.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

1.勧めることで嫌な思いをさせてしまうと思うから

2.金銭的な負担を強いてしまうから

3.どの相談機関の利用を勧めたらよいか分からないから

4.過去に自分が利用して嫌な思いをしたことがあるから

5.根本的な問題の解決にはならないと思うから

6.治療をしなくても、ほとんどのうつ病は自然に治ると思うから

7.その他

-15-



 

 

⑤今後の自殺対策について 

 自殺防止対策の取組として効果的だと思うものとして「こどもや若者の自殺予防」

との回答が最も多く、次いで「様々な悩みに対応した相談窓口の設置」「様々な分野

におけるゲートキーパー※1の養成」との回答が多くありました。 

 若者向けの自殺対策について「悩みを抱え込まずに周囲に助けを求めることを学

ぶ教育（ＳОＳの出し方教育）」「こどもが出したＳОＳに気づき、受け止めるため

の教員や保護者に対する研修の実施」と回答する方が多い結果でした。 

 

＜有効と思われる自殺対策について＞（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜有効と思われる若者向けの自殺対策について＞（複数回答） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※1 ゲートキーパーとは：自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、

話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることが出来る人。福井市でも研修会をしています。 

66.2%

67.1%

46.5%

27.1%

52.3%

50.8%

22.8%

36.3%

5.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

1.悩みを抱え込まずに周囲に助けを求める

ことを学ぶ教育 （SOSの出し方教育）

2.こどもが出したSOSに気づき、受け止める

ための教員や保護者に対する研修の実施

3.学校における、児童、生徒に対するゲートキーパー研修の実施

4.学校における積極的な相談窓口の周知、啓発

（プリント配布、ポスター掲示など）

5.いじめ防止対策の強化

6.家族や友人関係などに悩む若者向け

の相談先や居場所支援、虐待対策

7.SNSでの広報、啓発

8.ネット上で死にたいなどと検索した

際に相談窓口の情報を表示する取組

9.その他

30.5%

45.8%

36.9%

47.1%

14.5%

15.7%

44.3%

52.3%

22.8%

7.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

1.自殺の実態を明らかにする調査・分析

2.様々な分野におけるゲートキーパーの養成

3.地域やコミュニティを通じた見守り、支え合い

4.様々な悩みに対応した相談窓口の設置

5.自殺対策に関わる民間団体の支援

6.自殺予防に関わる広報、啓発

7.職場におけるメンタルヘルス対策の推進

8.こどもや若者の自殺予防

9.自死遺族等への支援

10.その他
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４ 現状と課題 

本市では、「福井市自殺対策協議会」を設置し、これまで医療や福祉、教育など

様々な分野の関係機関と協力して自殺対策に取り組んできました。その結果、本市

の自殺者数は、増減がありながらも総じて減少傾向にあり、令和 5年の自殺者数は

37人で、平成 28 年の 56人のピーク時と比較し 19人減少しました。 

しかしながら、令和 5年の自殺死亡率は 14.3と依然として高い水準にあること

から、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するために、以下の 3つ

を課題として、さらに自殺対策を推進する必要があります。 

 

 

自殺は、社会情勢を含め様々な要因が複雑に関係し、自殺を選択するしかないほ

どに追い込まれた末に起こります。問題を抱える人の心情や背景は、周囲に理解さ

れにくいことや、相談機関や周囲の人へ相談することに抵抗を感じ、一人で問題を

抱えてしまうことが多いと言われています。 

市民アンケート調査では、相談したい窓口について「何も利用しない」と回答し

た方が 12.6％となっており、理由の 1位として「根本的な問題の解決にはならな

いから」と回答した方が 61.0％となっています。 

市民一人ひとりに自殺予防に関する知識を深めてもらうとともに、問題を抱える

人に対しては、支援を求めることの大切さを理解してもらうため、普及啓発を促進

する必要があります。 

 

 

自殺に追い込まれる要因は多岐に渡り、複雑に関係します。健康、経済・生活、

勤務問題など、自殺の原因となる複合的な問題に対応するため、様々な分野で支援

を行う関係機関のネットワークづくりが重要です。問題を抱える人が、適切な相談

場所につながり、問題解決ができるよう各種相談・支援体制を強化する必要があり

ます。 

市民アンケート調査では、自殺、またはそれに近いことを考えた時に、乗り越え

た方法について「他の人等に相談した」と回答した方が 29.3％となっています。    

自殺予防は専門家だけではなく、市民一人ひとりができることもあります。家族

や友人、職場の同僚など周囲の身近な人が、ゲートキーパーの役割を担うことがで

きるよう人材を養成することが重要です。 

 

 

 

課題（１） 普及・啓発の推進 

課題（２） 相談・支援体制の強化 
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自殺の背景は世代・性別により異なるため、それぞれの特性に応じた施策を推進

することが重要です。 

 

 

有職者に対しては、ハラスメント防止対策・メンタルヘルス対策等の取組につい

て、強化が必要です。 

本市の地域自殺実態プロファイルから、自殺者の１位は男性 40～59歳の有職

者、5位は男性 20～39歳の有識者で、職場の人間関係や配置転換による過労から

自殺に追い込まれている割合が高い結果となっており、特に男性の勤務・経営問題

への対策が重要です。 

 

 

高齢者に対しては、孤立防止の支援が必要です。地域自殺実態プロファイルか

ら、自殺者の 2位～4位は 60歳以上で、失業（退職）による生活苦、介護の悩

み、身体疾患、死別・離別による将来悲観から自殺に追い込まれている割合が高く

なっています。居場所づくり、生きがいづくりといった支援の強化が重要です。 

 

 

無職や失業者、生活困窮者等に対しては、必要な支援につなげるための体制づく

りが必要です。地域自殺実態プロファイルから、2位と 4位は失業（退職）から生

活苦や将来生活への悲観のため、自殺に追い込まれている割合が高くなっていま

す。生活困窮の状態にある人や生活困窮に至る可能性のある人が自殺に至らないよ

うに、相談窓口での対応を充実する必要があります。 

 

 

女性については、自殺の背景として、予期しない妊娠や産後うつ、子育ての悩み

や家族状況の変化、介護疲れ、ホルモンの変化による心身の不調など、年代に応じ

様々な要因が考えられます。 

本市の自殺死亡者割合については、30～40歳代女性が全国と比べ高く、平均自

殺死亡率については 30歳代女性が全国と比べ高くなっており、妊産婦、子育て中

の女性を対象にきめ細かな支援が必要です。 

また、配偶者等からの暴力や生活困窮、身体的・精神的悩みや不安を抱えている

女性に対し、包括的な支援を行う必要があります。 

 

 

課題（３） ライフステージや生活環境に応じた対策の充実 

① 有職者 

② 高齢者 

③ 無職者、失業者、生活困窮者等 

④ 女性 
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本市の 20歳代男性の自殺死亡率は全国と比べ高く、こども・若者世代への対策

も重要な課題の 1 つです。こども・若者世代に対しては、ＳОＳの出し方に関する

教育など、義務教育の段階から児童生徒がいのちの大切さを実感できる教育を行う

ことが重要です。 

さらに、高等学校、大学などへの入学、卒業や就職に伴って様々な困難が予想さ

れることから、高等教育期以降のライフステージに応じた支援が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ こども・若者 
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【基本理念】 

市民一人ひとりが「こころ」と「いのち」を大切にし、 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現 

 

【基本方針１】 生きることの包括的な支援として推進 

 

 

 

１ 基本理念 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。その背景には、精神保健上の問題

だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立等の様々な社会的要

因があることが知られています。自殺対策は、社会における「生きることの阻害要

因（自殺のリスク要因）」を減らし、「生きることの促進要因（自殺に対する保護

要因）」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で推進す

る必要があります。 

「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す」とする国の理念、方

針に基づき、本市でも市民一人ひとりが「こころ」と「いのち」を大切にし、心身

ともに健康で、幸せに暮らせる社会の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

２ 基本方針

令和4年10月に閣議決定された自殺総合対策大綱の基本認識と基本方針及び令和6

年3月に策定された第2次福井県自殺対策計画を踏まえて、本市では、以下の4つの

基本方針に基づいて自殺対策を推進します。 

 

 

 

自殺はその多くは追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことができる社会

的な問題です。自殺対策は「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減ら

す取組に加えて、「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」を増やす取

組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させ、生きることの包括的な支援

として推進します。 

 

  

 

第３章 基本理念と基本方針 
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【基本方針２】 関連施策との連携による総合的な対策の展開 

【基本方針３】 実践と啓発を両輪として推進 

【基本方針４】 関係者の役割の明確化と連携・協働の推進 

   

 

自殺を防ぐには精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む様々な

取組が必要です。このような取組を包括的に実施するためには、様々な分野の関係

者や組織等が緊密に連携する必要があります。このため、展開されている連携の取

組を更に効果的にするため、自殺対策の一翼を担っているという意識を共有し、総

合的な対策を推進します。 

 

 

 

 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでもおこりうる危機」ですが、危機に陥

った人の心情や背景は理解されにくいのが実情です。そのため、そうした心情や背

景への理解を深めることも含めて危機に陥った場合には、誰かに援助を求めること

が普通であるということが、地域全体の共通認識となるように、積極的に普及活動

を進めます。 

また、市民が身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気づく

とともに、気づいたら速やかに相談窓口につなぎ、見守っていけるよう広報活動、

教育活動等に取り組みます。 

 

 

 

 

市、関係団体、民間団体、企業、市民は、「誰も自殺に追い込まれることのない

社会の実現」のために、それぞれの果たすべき役割を明確化、共有化した上で、相

互に連携・協働しながら自殺対策を推進します。 

具体的には、市には「地域の状況に応じた施策を策定し、実施する」責務があ

り、関係団体等には、それぞれの活動内容の特性等に応じて「積極的に自殺対策に

参画する」ことが求められています。また、市民には、自殺を身近なこととして主

体的に自殺対策に取り組むことが期待されており、連携・協働して取り組みます。 
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３ 施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本理念】 【基本方針】 

市
民
一
人
ひ
と
り
が
「
こ
こ
ろ
」
と
「
い
の
ち
」
を
大
切
に
し
、

誰
も
自
殺
に
追
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る
こ
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な
い
社
会
の
実
現

１ 生きることの包括的な支援として推進

２ 関連施策との連携による総合的な対策の展開

３ 実践と啓発を両輪として推進

４ 関係者の役割の明確化と連携・協働の推進

基
本
施
策

重
点
施
策
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【施策】 【主な取組】 

１ 地域におけるネットワークの強化

２ 自殺対策を支える人材の育成

４ 生きることの促進要因への支援

５ 児童生徒のＳОＳの出し方に関する教育

１ 有職者に対する自殺対策の推進

２ 高齢者に対する自殺対策の推進

３ 無職者、失業者、生活困窮者等に対する自殺対策の推進

５ こども・若者に対する自殺対策の推進

４ 女性に対する自殺対策の推進

３ 市民への啓発と周知

① こころの講演会の開催 ② 働きやすい就労環境啓発事業

③ 悩みごと総合相談会の開催

① いきいき長寿よろず茶屋設置事業 ② 悩みごと総合相談会の開催

① 生活困窮者に対する相談支援や就労支援 ② 悩みごと総合相談会の開催

① 母子保健事業の推進 ② ＤＶ防止等啓発事業 ③ 女性相談事業

① こどもに関する相談事業 ② 青少年相談窓口の設置

③ 悩みごと総合相談会の開催

① いきいき長寿よろず茶屋設置事業 ② こども食堂活動等（こどもの居場所づくり）支援事業

③ 障がい者地域活動支援センター事業

① ＳОＳの出し方に関する教育の周知

① 自殺対策協議会の開催 ② 自殺対策実務者会議の開催

① ゲートキーパー養成研修の開催

① こころの講演会の開催 ② 自殺対策の取組および相談窓口の周知の強化
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本市では、自殺総合対策大綱及び第2次福井県自殺対策計画に沿って施策を推進

することとします。まず、国の定める「地域自殺対策政策パッケージ」において全

国的に実施することが望ましいとされている項目を踏まえ、5つの「基本施策」を

設定します。また、「地域自殺実態プロファイル」において本市に推奨されている

「重点パッケージ」を踏まえ、地域の特性に応じた対策として、5つの「重点施

策」を設定します。 

 

基本施策は「地域におけるネットワークの強化」や「自殺対策を支える人材の育

成」、「市民への啓発と周知」、「生きることの促進要因への支援」、「児童生徒

のＳОＳの出し方に関する教育」であり、主に地域自殺対策を推進する上で欠かす

ことのできない基盤的な取組とします。 

重点施策は、本市において対策を講ずる必要のある者に対する集中的な取組であ

り、これまでの「有職者」、「高齢者」、「無職者、失業者、生活困窮者等」とい

ったハイリスク層に加え、様々な困難や課題を抱える「女性」、「こども・若者」

に対するものとします。 

 

１ 基本施策

 

 

 

 自殺対策を推進する上での基盤整備となる取組が、地域におけるネットワークの

強化です。地域で構築されているネットワーク等と自殺対策の連携を図るととも

に、保健、医療、福祉、教育、労働等、様々な領域において、自殺対策のネットワ

ークの強化に取り組みます。 

【主な取組①】 自殺対策協議会の開催 

 【主な取組②】 自殺対策実務者会議の開催 

 

 

 

 

 

 

第４章 自殺対策の取組 

基本施策１ 地域におけるネットワークの強化  
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心の悩みに気づき、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門の相談機関につなぐ

役割を担う「ゲートキーパー」を養成するなど、専門家や関係者のみならず、幅広

く自殺対策を支える人材の育成を図ります。 

【主な取組①】 ゲートキーパー養成研修の開催 

 

 

 

 

市民が自殺対策について理解を深め、ひとりで悩まずに相談する意識の醸成を図

るため、自殺予防の啓発や相談窓口の周知に取り組みます。 

 

【主な取組①】 こころの講演会の開催  

 【主な取組②】 自殺対策の取組および相談窓口の周知の強化 

 

 

 

 

「生きることの阻害要因」を減らす取組に加え、孤立を防ぐための居場所づく

り、適切な行政サービス利用支援団体へのつなぎなど「生きることの促進要因」を

増やす取組を行うことによって、自殺リスクの低減を図ります。 

 

【主な取組①】 いきいき長寿よろず茶屋設置事業 

【主な取組②】 こども食堂活動等（こどもの居場所づくり）支援事業 

【主な取組③】 障がい者地域活動支援センター事業 

 

 

 

 

児童生徒がいのちの大切さを実感できる教育に加え、自殺対策に資する教育とし

て、社会において直面する可能性のある様々な困難・ストレスへの対処方法を身に

付けるための教育（ＳОＳの出し方に関する教育）、こころの健康の保持に係る教育

等の実施を推進します。 

 

【主な取組①】 ＳОＳの出し方に関する教育の周知 

 

基本施策３ 市民への啓発と周知 

 

 

基本施策４ 生きることの促進要因への支援  

基本施策５ 児童生徒のＳОＳの出し方に関する教育

  

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成  
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２ 重点施策

 

政府の働き方改革実行計画において、「改革の目指すところは、働く方一人ひと

りが、より良い将来の展望を持ち得るようにする」ことが挙げられていますが、自

殺に追い込まれる有職者はまさにこの反対の状況にあります。特に男性の勤務・経

営問題への対策は、労働環境の多様化に対応できるよう、相談しやすい体制の充実

を図るとともに、職場におけるパワーハラスメントを含めたメンタルヘルス対策の

普及啓発に取り組みます。 

 

【主な取組①】 こころの講演会の開催 

 【主な取組②】 働きやすい就労環境啓発事業 

【主な取組③】 悩みごと総合相談会の開催 

 

 

 

高齢者の自殺については、健康面など高齢者特有の課題を踏まえつつ、多様な背

景や価値観に対応した支援、働きかけが必要です。また、高齢者は閉じこもりや抑

うつ状態になりやすく、孤立・孤独に陥りやすいことから、相談体制や居場所づく

り、生きがいづくりといった地域における支援体制の強化に取り組みます。 

 

【主な取組①】 いきいき長寿よろず茶屋設置事業 

 【主な取組②】 悩みごと総合相談会の開催 

 

 

 

生活困窮や無職、失業状態にある方は、単に経済的な問題だけでなく、心身の健

康や家族との人間関係等、様々な問題を抱えていることが考えられ、自殺リスクが

高い傾向があります。生活困窮者自立支援制度に基づく支援と自殺対策施策を密接

に連携させ、相談窓口での対応の充実や必要な支援につなげるための体制づくりに

取り組みます。 

【主な取組①】 生活困窮者に対する相談支援や就労支援 

 【主な取組②】 悩みごと総合相談会の開催 

 

 

重点施策１ 有職者に対する自殺対策の推進  

重点施策２ 高齢者に対する自殺対策の推進  

重点施策３ 無職者、失業者、生活困窮者等に対する自殺対策の推進  
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本市の自殺死亡者割合について、30～40歳代女性が全国と比べ高く、平均自殺死

亡率については30歳代女性が全国と比べ高くなっています。妊産婦、子育て中の女

性を対象にきめ細かな支援が必要です。子育て支援のみでなく、配偶者等からの暴

力や生活困窮、身体的・精神的悩みや不安を抱える女性に対し、支援の充実を図

り、自殺のリスク低下に努めます。 

 

【主な取組①】 母子保健事業の推進 

【主な取組②】 ＤＶ防止等啓発事業 

 【主な取組③】 女性相談事業 

 

 

 

 

本市の地域自殺実態プロファイルの重点課題では、「勤務・経営」「高齢者」「生

活困窮者」が挙がっていますが、男女別の年代別自殺死亡率を見ると、本市の 20 歳

代男性の自殺死亡率が全国と比べ高く、 「こども・若者」も課題であると考えます。 

こども達が安心して過ごせるよう、いじめの未然防止、早期発見、事案対処に努

めます。こどもから大人への移行期という精神的、身体的に大きな変化に加え、ラ

イフステージや立場、 生活環境等の置かれている状況も異なることから、抱える悩

みは多様ですがそれぞれの段階に合わせた対策を進めます。 

 

 

【主な取組①】 こどもに関する相談事業 

【主な取組②】 青少年相談窓口の設置 

【主な取組③】 悩みごと総合相談会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
重点施策４ 女性に対する自殺対策の推進  

重点施策５ こども・若者に対する自殺対策の推進  
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１ 数値目標 

数値目標 
現状 

（令和 5年） 

目標 

（令和 11年） 

福井市の自殺死亡率 14.3 12.2以下 

 

２ 成果指標・目標 

成果指標 
現状 

（令和 5年度） 

目標 

（令和 11年度） 

自殺対策実務者会議の開催数 -   1回/年 

ゲートキーパー養成研修参加人数 
（平成 25～令和 5 年度） 

累計 1,906人 

（平成 25～令和 11 年度） 

累計 2,800人 

ゲートキーパー研修受講後アンケート理解度  

（役割について理解できたと回答した割合） 
-   80％ 

心の健康をテーマとした健康教室の開催数  1回/年 1回以上/年 

こころの講演会参加人数 
（平成 27～令和 5 年度） 

累計 258人 

（平成 27～令和 11 年度） 

累計 440人 

企業等での健康講座の開催数 2回/年 3回/年 

いきいき長寿よろず茶屋設置数 42箇所 53箇所 

子育てに関する相談会の開催数 46回/年 46回/年 

アウトリーチによる訪問件数 511件/年 550件/年 

ＤＶ防止等啓発講座参加人数 
（平成 31～令和 5 年度） 

累計 377人 

（令和 7～11 年度） 

累計 500人 

悩みや困ったときに相談する小中学生の割合 
小学生 88.4％ 

中学生 88.7％ 
90％以上 

 

 

第５章 評価指標 
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基本施策１ 地域におけるネットワークの強化 

取 組 内 容 担当課 

重層的支援体制整備事業

による多機関連携の強化 

複雑化・複合化した課題を抱えている相談者に

対し、様々な福祉サービスや地域資源の活用に

繋げるため、多機関協働会議を開催し、各関係機

関の役割分担、支援の方向性を整理するなど支

援調整を図ります。 

また、各関係機関との連携体制を強化するとと

もに、地域の社会資源などを活用し社会とのつ

ながりづくりに向けた支援を行います。 

福祉政策課 

福祉総合相談室 

自殺対策協議会の開催 

保健、医療、福祉、教育、労働、地域等の多分野

の関係者により、本市の自殺対策の推進に関す

る情報共有、協議、連携を行います。 

障がい福祉課 

自殺対策実務者会議の開催 

保健、医療、福祉、教育、労働、地域等の多分野

の自殺対策担当実務者により、自殺対策の推進

に関する情報共有、各関係機関の役割分担、支援

の方向性の整理をするなど支援調整を図り、連

携を行います。 

障がい者基幹相談支援セ

ンターの運営 

相談支援の基幹となる相談支援センターとし

て、関係機関との連絡調整及びスキルアップ等

に取り組みます。 

地区障がい相談支援事業

所の運営 

市内を 4つに地区割りした相談支援事業所では、

市民に分かりやすく身近な窓口として一般的な

相談の対応を行います。 

発達障がい児者専門支援

者検討会の開催 

医療・保健・福祉・教育・労働等の関係機関が連

携し、発達障がい児者支援計画の取組状況の評

価を行い、乳幼児期から成人期まで切れ目のな

い支援の在り方を検討します。 

発達障がい児者支援に関

する県との連携会議の開

催 

高校や特別支援学校などとの関係機関と連携

し、支援の取組状況や課題について共有し、高校

から成人期まで切れ目のない支援の協議を行い

ます。 

自殺対策に資する事業一覧 
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障がい者自立支援協議会

の開催 

医療・保健・福祉・教育及び就労等に関係する機

関で構成する障がい者自立支援協議会を開催

し、地域の課題について情報を共有し、連携強化

を図ります。 

障がい福祉課 

あんしん見守りネットワ

ーク事業 

地域団体や地域の民間事業者と連携し、高齢者

とこどもの日頃の見守り活動に取り組みます。 
地域包括ケア推進課 

健康づくり推進協議会の

開催 

保健・医療・福祉・教育・職域等で構成する健康

づくり推進協議会を開催し、健康づくりを推進

します。 

健康管理センター 

支援対象児童等見守り強

化事業 

こどもや子育て家庭の孤立を防止し、地域ぐる

みでこどもの見守り体制を強化するため、支援

を必要とするこどもや子育て家庭を見守り、支

える取組を行う民間団体等を支援します。 

こども家庭センター 

学校不適応対策事業推進

会議の開催 

学識経験者、関係機関の職員、小中学校の教職

員、市職員等の関係機関で構成する、学校不適応

対策推進会議を開催し、学校不適応児童生徒を

出さないための取組の協議、検証を行います。 学校教育課 

生徒指導主事連絡会の開催 
各校の児童生徒に関する懸案事項について、学

校、警察、教育委員会で情報を共有します。 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成 

取 組 内 容 担当課 

障がい児者相談支援専門

員 人材育成事業 

市内の障がい児者相談支援事業所及び相談支援

専門員に対し、不足している知識や技術のスキ

ルアップのため、研修会を開催し、市全体の相談

支援の質の向上を図ります。 

障がい福祉課 

ゲートキーパー養成研修

の開催 

自殺の危機を示すサインに気づき、適切な対応

を図ることができる人材を養成します。 
地域保健課 
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基本施策３ 市民への啓発と周知 

取 組 内 容 担当課 

専門機関へのつなぎ 

民生委員児童委員が地域での見守り活動を行う

中で、その状況に応じた相談窓口の情報を提供

するなど、こころの健康に関する各専門機関に

つなげます。 

福祉政策課 

こころの講演会の開催 

自殺の危機を示すサインや自殺の危機に気づい

たときの対応方法等についての講演会を開催

し、自殺に関する知識の普及啓発を図ります。 

障がい福祉課 
 

障がい者基幹相談支援セ

ンター（障がい者虐待防止

センター・地域生活支援拠

点）の運営 

総合的な専門相談機関として、24 時間体制の虐

待対応・一時保護や地域移行・地域定着の相談か

らサービス調整までの一連の支援を行います。 

地区障がい相談支援事業

所の運営【再掲】 

市内を 4つに地区割りした相談支援事業所では、

市民に分かりやすく身近な窓口として一般的な

相談の対応を行います。 

発達障がいの理解促進の

ための講演会の開催 

発達障がいの特性、身近な地域での支援の重要

性、発達障がい児者との関わり方等についての

理解促進を図るために、講演会を開催します。 

福祉団体及び当事者によ

る相談 

身体・知的・精神障がい団体等や市が委嘱した当

事者による相談を行います。 

障がい者差別解消相談窓口 
差別に関する相談窓口を設置し、障がいを理由

とした差別解消のための取組を行います。 

自殺対策の取組および相

談窓口の周知の強化 

自殺予防週間（9月）や自殺対策強化月間（3月）

に合わせ、自殺対策のパンフレットやチラシ等

の設置や街頭キャンペーン等を実施し、正しい

自殺予防の知識について普及します。 

精神保健普及啓発事業 

精神障がいについての正しい知識の普及や精神

障がいに対する理解の促進を図るため、精神保

健講演会を開催します。 

地域保健課 

健康教室の開催 
広く市民に対し健康教室を開催し、健康づくり

の推進に努めます。 
健康管理センター 
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企業等での健康講座の開

催 

企業や団体に出向いて、健診の重要性や生活習

慣病の予防等に関する健康講座を開催します。 

健康管理センター 

心の健康に関する自己チ

ェックの推奨 

健診等で、心の健康の自己評価ができるストレ

スチェック票を配布し、心の健康に関する啓発

や相談窓口を周知します。 

児童虐待防止啓発事業 
児童虐待防止の広報啓発・研修、体制強化を行う

ことにより児童虐待の防止を図ります。 
こども家庭センター 

地域産業の育成・発展 
商工会議所と連携した経営者支援セミナーや経

営相談等を行います。 
商工振興課 

働きやすい就労環境啓発

事業 

市内中小企業等の経営者、人事総務担当者を対

象に、職場環境改善に関するセミナーを開催し

ます。 

しごと支援課 
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基本施策４ 生きることの促進要因への支援 

取 組 内 容 担当課 

生活困窮者に対する相談

支援や就労支援 

生活に困りごとや不安を抱えている人に対し寄

り添いながら、自立に向けた支援を行い、必要に

応じてアウトリーチによる相談支援を行います。

また、就職が決まらず生活に困っている人などへ

就労支援を行います。 福祉政策課 

福祉総合相談室 

住居確保給付金の支給 

離職などにより住居を失った人、または失うおそ

れのある人に、就職に向けた活動をすることなど

を条件に、一定期間、家賃相当額を支給し、生活

の土台となる住居を整えた上で、就職に向けた支

援を行います。 

障がい者地域活動支援セ

ンター事業 

障がいのある人が自宅から通所し、創作的活動ま

たは生産活動の機会の提供及び社会との交流の

促進を通じ、自立した日常生活や社会生活を営む

ことができるよう支援します。 

障がい福祉課 

障がい者基幹相談支援セ

ンター（障がい者虐待防止

センター・地域生活支援拠

点）の運営【再掲】 

総合的な専門相談機関として、24 時間体制の虐待

対応・一時保護や地域移行・地域定着の相談から

サービス調整までの一連の支援を行います。 

地区障がい相談支援事業

所の運営【再掲】 

市内を 4つに地区割りした相談支援事業所では、

市民に分かりやすく身近な窓口として一般的な

相談の対応を行います。 

発達障がい相談支援事業

所の運営 

発達障がい児者やその家族に対し、発達障がいの

特性を理解し対応することができるよう相談支

援の充実を図ります。また、福祉サービス事業所

や児童クラブの職員に対して研修を実施し、支援

者の育成を行います。 

福祉団体及び当事者によ

る相談【再掲】 

身体・知的・精神障がい団体等や市が委嘱した当

事者による相談を行います。 
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地域包括支援センターの

運営 

13の日常生活圏域ごとに「地域包括支援センタ

ー（ほやねっと）」を設置し、地域包括的ケアを

推進するための中核機関として、地域の様々な

機関や団体等と連携しながら、包括的支援業務

（介護予防ケアマネジメント、総合相談支援業

務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメ

ント業務）等を一体的に取り組みます。 

地域包括ケア推進課 

いきいき長寿よろず茶屋

設置事業 

元気な高齢者が自由に楽しく集える交流拠点と

して、集会場などを利用した「いきいき長寿よろ

ず茶屋」を設置し、高齢者自身の生きがいづくり

及び地域のネットワークづくりを支援します。 

自治会型デイホーム事業 

地域支え合い推進員を配置し、転倒予防体操、認

知症予防のためのメニュー、健康相談、創作趣味

活動などを実施し、心身機能の維持向上や社会

的孤立感の解消を図ります。 

介護者のつどい事業 

介護をしている人や介護に関心がある人を対象

に、介護の仕方や健康に関する情報を提供し、介

護者同士の意見交換や交流を通して在宅介護の

支援を行います。 

休日急患センターの運営 
土曜夜間及び休日の急病患者（内科）に関する初

期診療を行います。 
保健総務課 

悩みごと総合相談会の開催 

弁護士や臨床心理士等の専門職を一堂に会し、

ワンストップで様々な相談に応じ、悩みを抱え

ている人の支援を行います。 

地域保健課 

エイズ検査・相談事業 エイズに関する検査・相談を行います。 

精神保健福祉相談・訪問指導 
様々な心に関する悩みや不安に対して、保健師

等が電話や訪問を行います。 

小児慢性特定疾病児童等

の相談支援事業 

保健師による相談や医師等による相談会等を行

います。また、小児慢性特定疾病児童の成人後の

自立を支援するため、関係機関と情報共有し連

携を図ります。長期療養児に対しては保健師等

による訪問相談を行います。 
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難病患者地域支援事業 

医療、保健、福祉等分野の専門職による講演会や

個別相談、保健師等による訪問相談等を行いま

す。また、難病対策地域協議会を設置し、難病患

者を支援している関係機関と課題整理や情報共

有等を行い、連携を図ります。 

地域保健課 

健康相談会の開催 
健康に関する相談会を開催し、生活習慣病の発

症と重症化予防に努めます。 
健康管理センター 

子育て支援センター（地域

子育て支援拠点事業） 

家庭や地域における子育て機能の低下や子育て

中の親の孤独感や不安感の増大に対応するた

め、地域における子育て支援拠点の設置を推進

し、安心して子育て・子育ちができる環境づくり

に努めます。 
こども政策課 

すみずみ子育てサポート

事業 

社会的にやむを得ない事由で児童を養育できな

い場合に、認可外保育施設で児童を一時的に預

かるなど、保育所等の既存の制度では補うこと

のできない、きめ細かなサービスを提供します。 

ひとり親家庭等日常生活

支援事業 

就業や疾病などにより生活援助、保育等のサー

ビスが必要となった際に、家庭生活支援員を派

遣し、生活の安定を図ります。 

こども政策課 

女性支援室 

母子・父子自立支援員配置

事業 

母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭等

の自立に必要な情報提供及び助言、職業能力の

向上及び求職活動を支援します。 

母子父子寡婦福祉資金貸

付事業 

児童の健やかな育成のため、生活に困っている

ひとり親家庭等に貸付制度を利用してもらうこ

とで、経済的自立を図ります。 

子どものまなび支援事業 
学習支援の場を設け、基本的な学習・生活習慣の

習得支援を行います。 

こどもに関する相談事業 

こども家庭センター及び分室にて、こどもに関

するワンストップ相談窓口として相談を受け、

児童虐待防止や子育て支援に努めます。 

こども家庭センター 

   

-35-



 

 

 

 

子育て支援短期利用事業 

保護者の疾病や育児疲れ、仕事等の事由により、

養育が一時的に困難となったこどもを、児童養

護施設等で一時的に養育を行うことにより、こ

どもとその家庭の福祉の向上を図ります。 

こども家庭センター 

子育て世帯訪問支援事業 

訪問支援員が家事・子育て等に対して不安・負担

を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等

がいる家庭を訪問し、家庭が抱える不安や悩み

を傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実

施し、当該家庭の適切な養育を支援します。 

こども食堂活動等（こども

の居場所づくり）支援事業 

地域において食事や学習支援・遊びの機会の場

を提供することで、全てのこどもが安全安心に

生活できる居場所づくりを進めます。 

こども育成課 

中小企業資金融資 
中小企業者に向けた低金利の融資制度による資

金繰り支援を行います。 
商工振興課 

若年者出張相談事業 
若者のための就職相談会を実施し、若者の就労

促進に取り組みます。 
しごと支援課 

心の健康チェック事業 
学校職員等のストレスチェックを実施し、メン

タル不調の未然防止を図ります。 

学校教育課 

学校不適応児童生徒への

支援 

学校不適応対策推進会議において、福井市適応

指導教室「チャレンジ教室」の活動をより一層充

実させるとともに、大学と連携し、ライフパート

ナー支援事業を活用して、学校不適応の児童生

徒を支援します。 

教育支援事業、特別支援教

育推進事業 

特別に支援を要する児童生徒に対し、関係機関

と協力して一人ひとりの障がい及び発達の状態

に応じたきめ細かな相談を行います。 

教育相談及び配慮が必要

な児童生徒への支援体制

の充実 

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワ

ーカー、いきいきサポーター等を活用し、様々な

課題を抱えた児童生徒に対し多様な支援方法を

用いて課題解決に努めます。 
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基本施策５ 児童生徒のＳОＳの出し方に関する教育 

取 組 内 容 担当課 

ＳОＳの出し方に関す

る教育の周知 

児童生徒が命の大切さを実感できる教育や、社会にお

いて直面する可能性のある困難やストレス対処方法を

身に付けるための教育、こころの健康の保持にかかる

教育等の実践例を各学校に周知し、授業等での実施を

促します。また、「24時間子供ＳОＳダイヤル」を始

めとする電話相談窓口やＳＮＳ等を活用した相談窓口

を周知します。 

学校教育課 
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重点施策１ 有職者に対する自殺対策の推進 

取 組 内 容 担当課 

こころの講演会の開催 

【再掲】 

自殺の危機を示すサインや自殺の危機に気づいた

ときの対応方法等についての講演会を開催し、自

殺に関する知識の普及啓発を図ります。 

また、勤務上の悩みを抱えた人が、適切な相談、支

援につながるよう、相談窓口の周知を図るととも

に、企業等への自殺に関する知識の普及啓発を図

ります。 

障がい福祉課 

ゲートキーパー養成研修

の開催【再掲】 

自殺の危機を示すサインに気づき、適切な対応を

図ることができる人材を養成します。 

地域保健課 

悩みごと総合相談会の開催

【再掲】 

弁護士や臨床心理士等の専門職を一堂に会し、ワ

ンストップで様々な相談に応じ、悩みを抱えてい

る人の支援を行います。 

働きやすい就労環境啓発

事業【再掲】 

市内中小企業等の経営者、人事総務担当者を対象

に、職場環境改善に関するセミナーを開催します。 
しごと支援課 

重点施策２ 高齢者に対する自殺対策の推進 

取 組 内 容 担当課 

いきいき長寿よろず茶屋

設置事業【再掲】 

元気な高齢者が自由に楽しく集える交流拠点とし

て、集会場などを利用した「いきいき長寿よろず茶

屋」を設置し、高齢者自身の生きがいづくり及び地

域のネットワークづくりを支援します。 

地域包括ケア推進課 

ゲートキーパー養成研修

の開催【再掲】 

自殺の危機を示すサインに気づき、適切な対応を

図ることができる人材を養成します。 

地域保健課 

悩みごと総合相談会の開催

【再掲】 

弁護士や臨床心理士等の専門職を一堂に会し、ワ

ンストップで様々な相談に応じ、悩みを抱えてい

る人の支援を行います。 
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重点施策３ 無職者、失業者、生活困窮者等に対する自殺対策の推進 

取 組 内 容 担当課 

生活困窮者に対する相談

支援や就労支援 

【再掲】 

生活に困りごとや不安を抱えている人に対し寄り

添いながら、自立に向けた支援を行い、必要に応

じてアウトリーチによる相談支援を行います。ま

た、就職が決まらず生活に困っている人などへ就

労支援を行います。 

福祉政策課 

福祉総合相談室 

悩みごと総合相談会の開催

【再掲】 

弁護士や臨床心理士等の専門職を一堂に会し、ワ

ンストップで様々な相談に応じ、悩みを抱えてい

る人の支援を行います。 

地域保健課 

重点施策４ 女性に対する自殺対策の推進 

取 組 内 容 担当課 

女性相談事業 

ＤＶや離婚、貧困等、女性が抱える問題や悩みに

対して相談に応じるとともに、関係機関と連携し

て支援につなげます。 

こども政策課 

女性支援室 
ＤＶ防止等啓発事業 

困難を抱える女性を社会全体で支援していく意識

を醸成するため、ＤＶ防止等をテーマにした講座

の開催や、「女性に対する暴力をなくす運動」期間

にあわせた広報啓発を行います。 

母子生活支援施設措置事業 

母子生活支援施設において、支援が必要な母子を

措置し、保護するとともに、生活の援助や指導等

を通して自立に向けた支援を行います。 

母子保健事業の推進 

母子健康手帳交付時の全妊婦との面談や、妊産婦

及び乳幼児を対象にした健診、教室、相談会、家

庭訪問、産後ケア事業等を通じて、妊娠期から子

育て期にわたる切れ目ない支援を行います。 

こども家庭センター 
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重点施策５ こども・若者に対する自殺対策の推進 

取 組 内 容 担当課 

ゲートキーパー養成研修

の開催【再掲】 

自殺の危機を示すサインに気づき、適切な対応を

図ることができる人材を養成します。 

地域保健課 

悩みごと総合相談会の開催

【再掲】 

弁護士や臨床心理士等の専門職を一堂に会し、ワ

ンストップで様々な相談に応じ、悩みを抱えてい

る人の支援を行います。 

こどもに関する相談事業

【再掲】 

こども家庭センター及び分室にて、こどもに関す

るワンストップ相談窓口として相談を受け、児童

虐待防止や子育て支援に努めます。 

こども家庭センター 

青少年相談窓口の設置 

電話相談（ヤングテレフォン）及びメール相談窓

口を開設し、自殺の兆候がある場合は、関係機関

と連携します。また、ポスター・案内しおりの学校

への配布や、ホームページ等への掲載により、相

談窓口の周知を図ります。 
学校教育課 

福井市いじめ防止基本方

針における取組の実施 

いじめは決して許されないことであり、「どのこ

どもにも、起こり得るもの」であることを周知徹

底し、いじめの前兆をいち早く把握して、迅速に

対応します。 
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１ 自殺対策基本法 （平成十八年

法律第八十五号） 

目次 

第一章 総則（第一条―第十一条） 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等（第十二

条―第十四条） 

第三章 基本的施策（第十五条―第二十二条） 

第四章 自殺総合対策会議等（第二十三条―第二十五条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が

高い水準で推移している状況にあり、誰も自殺に追い込まれる

ことのない社会の実現を目指して、これに対処していくことが

重要な課題となっていることに鑑み、自殺対策に関し、基本理

念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとと

もに、自殺対策の基本となる事項を定めること等により、自殺

対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせて自殺者

の親族等の支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを

持って暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的

とする。 

 

（基本理念） 

第二条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人

がかけがえのない個人として尊重されるとともに、生きる力を

基礎として生きがいや希望を持って暮らすことができるよう、

その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを支

えかつ促進するための環境の整備充実が幅広くかつ適切に図

られることを旨として、実施されなければならない。 

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべき

ものではなく、その背景に様々な社会的な要因があることを踏

まえ、社会的な取組として実施されなければならない。 

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有する

ものであることを踏まえ、単に精神保健的観点からのみならず、

自殺の実態に即して実施されるようにしなければならない。 

 

 

 

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自

殺が発生した後又は自殺が未遂に終わった後の事後対応の各

段階に応じた効果的な施策として実施されなければならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策

との有機的な連携が図られ、総合的に実施されなければならな

い。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）

にのっとり、自殺対策を総合的に策定し、及び実施する責務を

有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国

と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実

施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるよ

うに必要な助言その他の援助を行うものとする。 

 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協

力するとともに、その雇用する労働者の心の健康の保持を図る

ため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国民の責務） 

第五条 国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の

重要性に関する理解と関心を深めるよう努めるものとする。 

 

（国民の理解の増進） 

第六条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、

自殺対策に関する国民の理解を深めるよう必要な措置を講ず

るものとする。 

 

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間） 

第七条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を

深めるとともに、自殺対策の総合的な推進に資するため、自殺

予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。 

 参考資料 
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２ 自殺予防週間は九月十日から九月十六日までとし、自殺対策

強化月間は三月とする。 

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を

広く展開するものとし、それにふさわしい事業を実施するよう

努めるものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対

策を集中的に展開するものとし、関係機関及び関係団体と相互

に連携協力を図りながら、相談事業その他それにふさわしい事

業を実施するよう努めるものとする。 

 

（関係者の連携協力） 

第八条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校（学校教育法

（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校をいい、

幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。第十七条第一項及び

第三項において同じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間の団体

その他の関係者は、自殺対策の総合的かつ効果的な推進のため、

相互に連携を図りながら協力するものとする。 

 

（名誉及び生活の平穏への配慮） 

第九条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並

びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、

いやしくもこれらを不当に侵害することのないようにしなけ

ればならない。 

 

（法制上の措置等） 

第十条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又

は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

 

（年次報告） 

第十一条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び

講じた自殺対策に関する報告書を提出しなければならない。 

 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等 

（自殺総合対策大綱） 

第十二条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本

的かつ総合的な自殺対策の大綱（次条及び第二十三条第二項第

一号において「自殺総合対策大綱」という。）を定めなければな

らない。 

（都道府県自殺対策計画等） 

第十三条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案

して、当該都道府県の区域内における自殺対策についての計画

（次項及び次条において「都道府県自殺対策計画」という。）を

定めるものとする。 

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並び

に地域の実情を勘案して、当該市町村の区域内における自殺対

策についての計画（次条において「市町村自殺対策計画」とい

う。）を定めるものとする。 

 

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第十四条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画

に基づいて当該地域の状況に応じた自殺対策のために必要な

事業、その総合的かつ効果的な取組等を実施する都道府県又は

市町村に対し、当該事業等の実施に要する経費に充てるため、

推進される自殺対策の内容その他の事項を勘案して、厚生労働

省令で定めるところにより、予算の範囲内で、交付金を交付す

ることができる。 

 

第三章 基本的施策 

（調査研究等の推進及び体制の整備） 

第十五条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的

な実施に資するため、自殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族

等の支援の在り方、地域の状況に応じた自殺対策の在り方、自

殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進についての調

査研究及び検証並びにその成果の活用を推進するとともに、自

殺対策について、先進的な取組に関する情報その他の情報の収

集、整理及び提供を行うものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施

に資するための体制の整備を行うものとする。 

 

（人材の確保等） 

第十六条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等と

の連携協力を図りながら、自殺対策に係る人材の確保、養成及

び資質の向上に必要な施策を講ずるものとする。 

 

（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国
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民の心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進並びに相談体

制の整備、事業主、学校の教職員等に対する国民の心の健康の

保持に関する研修の機会の確保等必要な施策を講ずるものと

する。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校

に係るものを講ずるに当たっては、大学及び高等専門学校にお

ける教育の特性に配慮しなければならない。 

３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民

その他の関係者との連携を図りつつ、当該学校に在籍する児童、

生徒等に対し、各人がかけがえのない個人として共に尊重し合

いながら生きていくことについての意識の涵かん養等に資す

る教育又は啓発、困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等

における対処の仕方を身に付ける等のための教育又は啓発そ

の他当該学校に在籍する児童、生徒等の心の健康の保持に係る

教育又は啓発を行うよう努めるものとする。 

 

（医療提供体制の整備） 

第十八条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じ

ていることにより自殺のおそれがある者に対し必要な医療が

早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患を有する者が精神保

健に関して学識経験を有する医師（以下この条において「精神

科医」という。）の診療を受けやすい環境の整備、良質かつ適切

な精神医療が提供される体制の整備、身体の傷害又は疾病につ

いての診療の初期の段階における当該診療を行う医師と精神

科医との適切な連携の確保、救急医療を行う医師と精神科医と

の適切な連携の確保、精神科医とその地域において自殺対策に

係る活動を行うその他の心理、保健福祉等に関する専門家、民

間の団体等の関係者との円滑な連携の確保等必要な施策を講

ずるものとする。 

 

（自殺発生回避のための体制の整備等） 

第十九条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を

早期に発見し、相談その他の自殺の発生を回避するための適切

な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策を講ずるもの

とする。 

 

（自殺未遂者等の支援） 

第二十条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図る

ことのないよう、自殺未遂者等への適切な支援を行うために必

要な施策を講ずるものとする。 

 

（自殺者の親族等の支援） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者

又は自殺未遂者の親族等に及ぼす深刻な心理的影響が緩和さ

れるよう、当該親族等への適切な支援を行うために必要な施策

を講ずるものとする。 

 

（民間団体の活動の支援） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防

止、自殺者の親族等の支援等に関する活動を支援するため、助

言、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるものとする。 

第四章 自殺総合対策会議等 

（設置及び所掌事務） 

第二十三条 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議

（以下「会議」という。）を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。 

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項につ

いて審議し、及び自殺対策の 実施を推進すること。 

 

（会議の組織等） 

第二十四条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。 

３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、厚生労働大

臣の申出により、内閣総理大臣が指定する者をもって充てる。 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命

する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要

な事項は、政令で定める。 

 

（必要な組織の整備） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進

するにつき、必要な組織の整備を図るものとする。 
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２ 自殺総合対策大綱                         
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３ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）について 

自殺対策は、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す」という理念の

下、生きることの包括的な支援として、社会全体の自殺リスクを低下させるとともに、一

人ひとりの生活を守るという姿勢で展開することが重要です。 

この考えは、「誰一人取り残さない」をスローガンで持続可能でよりよい社会の実現を

目指す世界共通の目標であるＳＤＧｓ※1の理念と合致します。「第 2 次いのち支える福井

市自殺対策計画」においても同様に、ＳＤＧｓの視点を踏まえて各種施策の推進に努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 SDGs：「Sustainable Development Goals」の略で、日本語では「持続可能な開発目標」と訳されます。2015 年 9

月の国連サミットで採択された 2030 年までの長期的な開発の指針「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」の

中核をなす国際社会共通の目標です。 
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